
１０１ 特殊海岸地域交通安全対策事業 

１．特例を設ける趣旨 

 道路交通法による交通規制が行われていない砂浜等においても、地方公共団

体が地域振興のためその安全を確保しつつ一般の道路のように自動車を通行

させようとする場合には、都道府県警察が地方公共団体との連携の下に交通規

制を行うものです。 

２．特例の概要 

 特区内に存する特殊海岸地域（路外走行用の仕様や装備を有しない自動車で

あっても円滑に通行可能で、かつ、道路交通法に基づく道路標識等による交通

規制の実効性が確保される地理的条件を具備している砂浜等をいう。）の管理

者たる地方公共団体が、地域振興のため当該地域を一般の自動車交通の用に供

する場合において、当該自動車交通の安全と円滑を確保するため必要があると

認めて内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、都道府県警察

が地方公共団体と協議して定めた交通安全対策に関する計画に基づき交通規

制を実施するよう、都道府県警察に対し通達を発出するものです。 

３．基本方針の記載内容の解説 

 路面の凹凸や砂のたい積等によりオフロード車でないと通行できないよう

な地域、縦横に広い形状である等交通整理が困難な地域等は、特例の対象とす

ることができません。 

４．特区計画及び添付書類の記載に当たって特に留意すべき点 

特になし 

５．当該特例に関して特に必要な添付書類 

特になし 
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